
【職業実践専門課程認定後の公表様式】

昼夜

年

資格・検定名 種別 受験者数 合格者数
MIDI検定3級 ③ 15人 6人

人
人
人
％

％

■中途退学者 11 名 10.58 ％
（平成30年度卒業者に関する令和元年5月1日時点の情報）

・進学者数：0人

■サークル活動：

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ
ホームページにおいて公開（URL:https://www.cat.ac.jp/support/subject.html）

（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映した内容を公表するこ
とが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた告示日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意し、それぞれ、「大学・短
期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留年」「資格取得」などを希
望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をいいます。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の者、留学生、聴講生、
科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職者とはしません（就職
したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進学状況等について記
載します。

■自由記述欄

就職等の
状況※２

■就職指導内容

■卒業者数 48

■就職希望者数 10

■主な就職先、業界等（平成30年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

 20.83

■その他

■就職者数 10

■就職率　　　　　　　　　 ： 100

■卒業者に占める就職者の割合

３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取
得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的な学修成果（例えば、認定学科の学生・卒
業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。

■中退防止・中退者支援のための取組
個人面談を定期的に実施,個別のマッチング状況を確認。また、毎月の出席率管理を行い保護者とも連絡を取り登校を促すことで継続意欲を持たせる。

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　　有

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　　無
※有の場合、例えば以下について任意記載

（評価団体、受審年月、評価結果又は評価結果を掲載したホームページＵＲＬ）

中途退学
の現状

平成30年4月1日時点において、在学者104名（平成30年4月1日入学者を含む）
平成31年3月31日時点において、在学者93名（平成31年3月31日卒業者を含む）

■中途退学の主な理由
・経済的理由
・別途進路へ進む為

経済的支援
制度 ■専門実践教育訓練給付：　　　　　非給付対象

特待生制度

※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

■中退率

（平成30年度卒業者に関する令和元年5月1日時点の情報）音楽・エンタテインメント業界

・企業研修/就活対策講座/業界企業合同説明会
・CATチャレンジシステム/公開オーディション

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当す
るか記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの
③その他（民間検定等）

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類

■個別相談・指導等の対応 なし
電話・家庭訪問及び保護者との情報共有

■国家資格・検定/その他・民間検定等
無

学期制度
■前期　４月１日～９月３０日
■後期　１０月１日～３月３１日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
前後期試験結果及び出席・平常点等総合評価

80人 82人

長期休み

■学年始め：　４月１１日
■夏　　季：　７月２１日～８月３１日
■冬　　季：　１２月２１日～１月９日
■学 年 末：　３月２１日

卒業・進級
条件

前後期総合評価結果及び２／３以上の出席

10人1人

有

29人 39人

0 0

単位時間

生徒総定員 生徒実員

2 昼間
384 960

専任教員数留学生数（生徒実員の内数） 兼任教員数 総教員数

3841728

認定年月日 平成26年3月31日

修業年限 演習 実習 実験 実技講義全課程の修了に必要な総授業時数
又は総単位数

 〒564-0062
大阪府吹田市垂水町3-29-18

06-6369-1101

文化・教養 文化・教養専門課程 ミュージシャン学科ボーカル専攻
平成17年文部科学省

告示第176号
-

学科の目的 教育基本法、及び学校教育法に基づき音楽表現及び楽曲制作に関し必要とされる技能を養成し、又は教育の向上を図ることを目的とする。

分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

キャットミュージックカレッジ
専門学校

昭和63年3月30日 井原　延治
 〒564-0062
大阪府吹田市垂水町3-29-18

（電話）

（別紙様式４）

令和元年7月31日※１
（前回公表年月日：平成30年7月31日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

06-6369-1101

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人大阪創都学園 昭和63年3月30日 鈴木　雅文
（電話）



種別
①
③
③
③
③
③

学校責任者

学校責任者

学校責任者

学校責任者

　 学校責任者

井尻　健作 株式会社スタジオアッシュ 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

稗田　　奨

杉山　　徹 ミュージシャン学科　学科長
音楽技術学科　学科長

総合学科　学科長
ダンス学科　学科長

豊島　芳樹
小池　敏

白藤　浩史

フリー・トランジット・ワークス・ミュージック・ファクトリー

平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

井筒　稔晴 一般社団法人日本音楽スタジオ協会 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
教育課程編成委員会においては、本校教育課程充実に向け、各学科関連業界との連携を密にし、現状カリキュラムの確認や今後取り入れていくべき内容につい
ての闊達な意見交換を行う。また、審議内容についての本校教育課程への導入等について審議していくものとする。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
本委員会は、各学科ごとに実施運営される。本委員会にて決議した内容については学校長へ答申し、学科別会議や各専攻分会、授業別会議等において、内容等
について審議したうえで教育課程編成に可能な範囲で反映していくものとする。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿
平成３１年３月３１日現在

名　前 所　　　属 任期

里見　匡一 有限会社パブリックミュージックワークス

意見：今の時代はミュージシャンでもパソコンで曲が作れたり、アレンジが出来たりする必要があります。しかしアプリケーションの進化が早いので、流行りを追いかけずに基本をしっかり
教えて、あとは自分で研究したいと思わせることが大事です。基本を押さえ、あとは「自分で考えて面白いものを作り出せるようになる」という事をカリキュラムに組み込んであげてくださ
い。
→活用状況：ミュージシャン学科にパソコンを活用するカリキュラムを新設。パソコンで曲が作れることを目的としているが、一般的なアプリケーションも活用し、文章や図表、デザインさ
れるものも含めて創作が出来るよう取り組んでいる。

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
本校は、カリキュラム構築・個別授業構築において業界関係企業との連携を密にし、実践に対応した教育内容を提供するために努力していく。また、内容に応じて業界関係企業と提携
し、実技・実習・演習等の運営を委託し実施していく。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
・講師派遣における学内授業の実施
・特別実習における専用施設を使用した実習の実施及び講師派遣
・前後期試験の実施、作品/実習等における採点、出席率等総合評価を行う。

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

楽器ビジネス学科　学科長横山　友之

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年間2回の実施（１０月、３月）

株式会社大阪フェルナンデス

　※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（開催日時）
第１回　平成３０年１０月２５日
第２回　平成３１年３月１４日　/　平成３１年３月１５日

森　　久誌 株式会社　フォレスト 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

木川　　洋

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

アンサンブル
アンサンブルを通じて、バンドサウンドにおけるリズム、ハーモニー、メロディーなどのアレ
ンジを体得します。また、ステージ上でのルール、マナー、音響・照明・進行に至るまでの
知識を理解していきます。

有限会社ヘッドライン



種別
企業等委員

校長等

卒業生

企業等委員

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
教職員が学校の基本方針を理解し業務を遂行する上において、自身の自己研鑽に努めることの必要性を理解するとともに、学生・生徒の人材育成において必要
な知識や技術の習得を目的とする。また、全体での実施はもちろん、自己研鑽における自発的な研修参加や音楽活動等についても業務に支障のない範囲でバッ
クアップする。教員は、キャットミュージックカレッジ専門学校　講師・教職員研修規定に基づいて、学園又は各種団体等の研修を受け、資質の向上に努めていく。そ
の内容については、教務部が定める年間行事予定において計画される。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等
・2018年11月12日Billboard Live OSAKA 演奏指導教員3名参加「Dave Grusin」
・2018年11月14日Billboard Live OSAKA 演奏指導教員2名参加「Larry Carlton」
・2019年1月15日Billboard Live OSAKA 演奏指導教員4名参加「Naturally 7」
内容：質の良いベーシックな音楽、著名な演奏家の生演奏に直接触れ、演奏表現力の研究を行う。

②指導力の修得・向上のための研修等
・2019年3月26日　株式会社ベネッセｉキャリアより講師派遣　教員69名参加
内容：今時の学生とのコミュニケーション研修会

（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等
・2019年5月13日Billboard Live OSAKA 演奏指導教員3名参加「Danny Kortchmar, Waddy Wachtel, Leland Sklar, Russ Kunkel & Steve Postell」
・2019年11月Billboard Live OSAKA 演奏指導教員2名参加
・2019年12月Billboard Live OSAKA 演奏指導教員2名参加
・2020年1月Billboard Live OSAKA 演奏指導教員3名参加
内容：質の良いベーシックな音楽、著名な演奏家の生演奏に直接触れ、演奏表現力の研究を行う。

②指導力の修得・向上のための研修等
・2020年3月24日　株式会社ベネッセｉキャリアより講師派遣　教員70名参加
内容：コミュニケーションスキル教員研修会

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表しているこ
と。また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
学校関係者評価においては、本校にて実施している自己評価（学校運営・教育活動・学生支援・教育環境・学生の受け入れ募集など）を基に、業界企業・教育団
体・地域との連携による教育活動など、本校の活動について説明。そして、さらなる教育活動へつなげていくために様々な角度からその運営が適正に行われてい
るのか等、審議・助言いただき、今後の発展・改善に寄与していく。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（１）教育理念・目標 教育理念・目標
（２）学校運営 学校運営
（３）教育活動 教育活動
（４）学修成果 学修成果
（５）学生支援 学生支援
（６）教育環境 教育環境
（７）学生の受入れ募集 学生の受入れ募集
（８）財務 財務
（９）法令等の遵守 法令等の遵守
（１０）社会貢献・地域貢献 社会貢献・地域貢献
（１１）国際交流 ※該当なし

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況
学校関係者評価を基に、施設・設備の新規設置や地域連携などの点において、次年度カリキュラム等への反映について審議をいただいている。新設の設備備品
については「時代背景を考慮した新しさは必要であるが、学びの場である以上本質的な作業工程の意味合いを理解しやすく、汎用性を兼ね備えたものを選択の基
準とすることが望ましい」との意見を頂く。また、業界での就職においてはPC操作スキルが望まれているので、環境の整備を継続するよう進言があった。Office系
Draw系授業のPC入れ替えを検討し、新年度に向けて入れ替えを行っている。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
　　　平成３１年３月３１日現在

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期

名　前 所　　　属 任期
三原　淑治 エム・アイ・プランニング株式会社　代表取締役 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

東　龍太郎
髙橋　国明 第６期生（1994年卒業）（株式会社白竜社取締役） 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

瀧川　紀征 株式会社リバフォール　代表取締役会長 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

科学技術学園高等学校　大阪分室長 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

（ホームページ）
ホームページにおいて公開（URL:https://www.cat.ac.jp/data/）・令和元年10月末

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
本校の理念でもある、“業界にとって信頼できる人材育成機関であること”を実践していくためには、本校教育内容等の情報提供について積極的に行っていくべきで
ある。本校は、学生の日常・教育内容などについてWEBサイト・冊子の発行等を通じて行っていくこととする。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画 学校概要、教育理念、教育目標

（１１）その他 ※該当なし
※（１０）及び（１１）については任意記載。

（２）各学科等の教育 各専攻カリキュラム概要
（３）教職員 講師、特別講師

（３）情報提供方法
ホームページにおいて公開（URL:https://www.cat.ac.jp/data/)

（８）学校の財務 学校の財務
（９）学校評価 自己評価、学校関係者評価
（１０）国際連携の状況

（４）キャリア教育・実践的職業教育 産学協働特別授業、企業の声

※該当なし

（５）様々な教育活動・教育環境 日常トピックス、行事レポートの公表
（６）学生の生活支援 ※該当なし
（７）学生納付金・修学支援 募集要項、教育ローンの案内
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○ 音楽業界概論 

音楽業界の歴史的背景や成り立ち、そして、業種の仕組み
やその関連業種等についても学びます。著作権、流行、
ソーシャルメディアへの対応も含め業界への指向を深めて
いく内容です。

１
・
２
年
通
年

124 8 ○ ○ ○

○ 音楽史
ポップスの歴史を通して、現在の音楽シーンの成り立ちや
ジャンルの派生、楽曲やアーティストに関する知識等を研
究していきます。

１
・
２
年
通
年

124 8 ○ ○ ○

○ 音楽理論

音楽の基礎理論と譜面の読み方・書き方を学ぶ事により総合的な音楽知識を習
得する授業です。また、音感、リズム感などのミュージシャンとして必須の能
力を身につけていきます。また音楽の理論を理解する為の下準備としてコード
楽器を弾く事を進行させつつ、基本的な理論を指導する。

１
年
通
年

62 4 ○ ○ ○

○ 音響基礎
演奏することにおいての楽器や音響機材、ライブ・コン
サートを知るために実践的なかたちで理解を深めます。ま
た、ステージ進行・制作資料などの学習も行います。

１
・
２
年
通
年

124 8 ○ ○ ○

○ 歌唱技術
歌唱技術を基礎から習得する内容です。正確な音程やリズ
ム感を身につけ、様々な音楽スタイルの理解やニーズに対
応できる歌唱表現技術を習得していきます。

１
・
２
年
通
年

496 16 ○ ○ ○

○ アンサンブル

アンサンブルを通じて、バンドサウンドにおけるリズム、
ハーモニー、メロディーなどのアレンジを体得します。ま
た、ステージ上でのルール、マナー、音響・照明・進行に
至るまでの知識を理解していきます。

１
・
２
年
通
年

248 8 ○ ○ ○ ○

○ コーラス
コーラスワークによるハーモニーの習得の授業です。ハー
モニーの構築や重要性を体感、バックコーラスから合唱ま
で幅広いスタイルについて学びます。

１
・
２
年
通
年

124 4 ○ ○ ○

○ フィジカルコントロール

ボーカリストにおける体幹強化と柔軟性を中心に指導。発
声時における声帯と身体のコントロール、ステージで必要
となる様々なパフォーマンスを学びます。

１
・
２
年
通
年

124 4 ○ ○ ○

○ 音楽理論Ⅱ
基礎的な理論を理解した上で、楽曲の構成や構造を理解し
ていきます。より優れた個性ある演奏に繋げるため、各楽
器レベルでの消化に役立てていきます。

２
年
通
年

62 4 ○ ○ ○

○ ソングライティング

パソコンを活用、様々なジャンルの楽曲のコード理論、進
行、メロディ及び歌詞の構成などを分析、研究、理解しま
す。オリジナル楽曲の作成に対する様々なアプローチを学
び、完成させていきます。

１
・
２
年
通
年

124 8 ○ ○ ○

○ イベント制作
学生たちの自主性を重視したかたちで様々なイベント・コ
ンテンツ等の発表を行います。互いに協力し企画・立案か
ら実施運営に至るまでの内容を学びます。

１
・
２
年
通
年

64 2 ○ ○ ○

○ 業界研究
演奏系、技術系、総合学科の学生たちが日常学んでいる内
容を業界関係者の協力や外部施設利用を含んだかたちで発
表していきます。

１
・
２
年
通
年

48 1 ○ ○ ○

　　　１２科目

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

学則、第２１条、第２２条に則り、各学期末の試験結果及び所定の出席日数により決定する。
なお、各科目の試験等の内容については、各学科長及び担任と授業坦務者が打ち合わせの上決定する。

１学年の学期区分 ２期
１学期の授業期間 前期１６週、後期１５週

（留意事項）

教員
企
業
等
と
の
連
携

合計 １７２４単位時間(７５単位)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

授業科目等の概要

（文化・教養専門課程　ミュージシャン学科　ボーカル専攻）
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 

位
 

数

授業方法 場所



【職業実践専門課程認定後の公表様式】

昼夜

年

資格・検定名 種別 受験者数 合格者数
MIDI検定3級 ③ 6 1

人
人
人
％

％

■中途退学者 11 名 10.58 ％

キャットミュージックカレッジ
専門学校

昭和63年3月30日 井原　延治
 〒564-0062
大阪府吹田市垂水町3-29-18

（電話）

（別紙様式４）

令和元年7月31日※１
（前回公表年月日：平成30年7月31日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

06-6369-1101

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人大阪創都学園 昭和63年3月30日 鈴木　雅文
（電話）

 〒564-0062
大阪府吹田市垂水町3-29-18

06-6369-1101

文化・教養 文化・教養専門課程 ミュージシャン学科ギター専攻
平成17年文部科学省

告示第176号
-

学科の目的 教育基本法、及び学校教育法に基づき音楽表現及び楽曲制作に関し必要とされる技能を養成し、又は教育の向上を図ることを目的とする。

分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

認定年月日 平成26年3月31日

修業年限 演習 実習 実験 実技講義全課程の修了に必要な総授業時数
又は総単位数

0 0

単位時間

生徒総定員 生徒実員

2 昼間
384 960

専任教員数留学生数（生徒実員の内数） 兼任教員数 総教員数

3841728

学期制度
■前期　４月１日～９月３０日
■後期　１０月１日～３月３１日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
前後期試験結果及び出席・平常点等総合評価

80人 82人

長期休み

■学年始め：　４月１１日
■夏　　季：　７月２１日～８月３１日
■冬　　季：　１２月２１日～１月９日
■学 年 末：　３月２１日

卒業・進級
条件

前後期総合評価結果及び２／３以上の出席

10人1人

有

29人 39人

（平成30年度卒業者に関する令和元年5月1日時点の情報）音楽・エンタテインメント業界

・企業研修/就活対策講座/業界企業合同説明会
・CATチャレンジシステム/公開オーディション

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当す
るか記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの
③その他（民間検定等）

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類

■個別相談・指導等の対応 なし
電話・家庭訪問及び保護者との情報共有

■国家資格・検定/その他・民間検定等
無

３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取
得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的な学修成果（例えば、認定学科の学生・卒
業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。

■中退防止・中退者支援のための取組
個人面談を定期的に実施,個別のマッチング状況を確認。また、毎月の出席率管理を行い保護者とも連絡を取り登校を促すことで継続意欲を持たせる。

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　　有

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　　無
※有の場合、例えば以下について任意記載

（評価団体、受審年月、評価結果又は評価結果を掲載したホームページＵＲＬ）

中途退学
の現状

平成30年4月1日時点において、在学者104名（平成30年4月1日入学者を含む）
平成31年3月31日時点において、在学者93名（平成31年3月31日卒業者を含む）

■中途退学の主な理由
・経済的理由
・別途進路へ進む為

経済的支援
制度 ■専門実践教育訓練給付：　　　　　非給付対象

特待生制度

※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

■中退率
（平成30年度卒業者に関する令和元年5月1日時点の情報）

・進学者数：0人

■サークル活動：

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ
ホームページにおいて公開（URL:https://www.cat.ac.jp/support/subject.html）

（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映した内容を公表するこ
とが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた告示日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意し、それぞれ、「大学・短
期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留年」「資格取得」などを希
望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をいいます。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の者、留学生、聴講生、
科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職者とはしません（就職
したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進学状況等について記
載します。

■自由記述欄

就職等の
状況※２

■就職指導内容

■卒業者数 48

■就職希望者数 10

■主な就職先、業界等（平成30年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

 20.83

■その他

■就職者数 10

■就職率　　　　　　　　　 ： 100

■卒業者に占める就職者の割合



種別
①
③
③
③
③
③

学校責任者

学校責任者

学校責任者

学校責任者

　 学校責任者

井尻　健作 株式会社スタジオアッシュ 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

稗田　　奨

杉山　　徹 ミュージシャン学科　学科長
音楽技術学科　学科長

総合学科　学科長
ダンス学科　学科長

豊島　芳樹
小池　敏

白藤　浩史

フリー・トランジット・ワークス・ミュージック・ファクトリー

平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

井筒　稔晴 一般社団法人日本音楽スタジオ協会 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
教育課程編成委員会においては、本校教育課程充実に向け、各学科関連業界との連携を密にし、現状カリキュラムの確認や今後取り入れていくべき内容につい
ての闊達な意見交換を行う。また、審議内容についての本校教育課程への導入等について審議していくものとする。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
本委員会は、各学科ごとに実施運営される。本委員会にて決議した内容については学校長へ答申し、学科別会議や各専攻分会、授業別会議等において、内容等
について審議したうえで教育課程編成に可能な範囲で反映していくものとする。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿
平成３１年３月３１日現在

名　前 所　　　属 任期

里見　匡一 有限会社パブリックミュージックワークス

意見：今の時代はミュージシャンでもパソコンで曲が作れたり、アレンジが出来たりする必要があります。しかしアプリケーションの進化が早いので、流行りを追いかけずに基本をしっかり
教えて、あとは自分で研究したいと思わせることが大事です。基本を押さえ、あとは「自分で考えて面白いものを作り出せるようになる」という事をカリキュラムに組み込んであげてくださ
い。
→活用状況：ミュージシャン学科にパソコンを活用するカリキュラムを新設。パソコンで曲が作れることを目的としているが、一般的なアプリケーションも活用し、文章や図表、デザインさ
れるものも含めて創作が出来るよう取り組んでいる。

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
本校は、カリキュラム構築・個別授業構築において業界関係企業との連携を密にし、実践に対応した教育内容を提供するために努力していく。また、内容に応じて業界関係企業と提携
し、実技・実習・演習等の運営を委託し実施していく。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
・講師派遣における学内授業の実施
・特別実習における専用施設を使用した実習の実施及び講師派遣
・前後期試験の実施、作品/実習等における採点、出席率等総合評価を行う。

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

楽器ビジネス学科　学科長横山　友之

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年間2回の実施（１０月、３月）

株式会社大阪フェルナンデス

　※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（開催日時）
第１回　平成３０年１０月２５日
第２回　平成３１年３月１４日　/　平成３１年３月１５日

森　　久誌 株式会社　フォレスト 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

木川　　洋

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

アンサンブル
アンサンブルを通じて、バンドサウンドにおけるリズム、ハーモニー、メロディーなどのアレ
ンジを体得します。また、ステージ上でのルール、マナー、音響・照明・進行に至るまでの
知識を理解していきます。

有限会社ヘッドライン



種別
企業等委員

校長等

卒業生

企業等委員

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
教職員が学校の基本方針を理解し業務を遂行する上において、自身の自己研鑽に努めることの必要性を理解するとともに、学生・生徒の人材育成において必要
な知識や技術の習得を目的とする。また、全体での実施はもちろん、自己研鑽における自発的な研修参加や音楽活動等についても業務に支障のない範囲でバッ
クアップする。教員は、キャットミュージックカレッジ専門学校　講師・教職員研修規定に基づいて、学園又は各種団体等の研修を受け、資質の向上に努めていく。そ
の内容については、教務部が定める年間行事予定において計画される。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等
・2018年11月12日Billboard Live OSAKA 演奏指導教員3名参加「Dave Grusin」
・2018年11月14日Billboard Live OSAKA 演奏指導教員2名参加「Larry Carlton」
・2019年1月15日Billboard Live OSAKA 演奏指導教員4名参加「Naturally 7」
内容：質の良いベーシックな音楽、著名な演奏家の生演奏に直接触れ、演奏表現力の研究を行う。

②指導力の修得・向上のための研修等
・2019年3月26日　株式会社ベネッセｉキャリアより講師派遣　教員69名参加
内容：今時の学生とのコミュニケーション研修会

（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等
・2019年5月13日Billboard Live OSAKA 演奏指導教員3名参加「Danny Kortchmar, Waddy Wachtel, Leland Sklar, Russ Kunkel & Steve Postell」
・2019年11月Billboard Live OSAKA 演奏指導教員2名参加
・2019年12月Billboard Live OSAKA 演奏指導教員2名参加
・2020年1月Billboard Live OSAKA 演奏指導教員3名参加
内容：質の良いベーシックな音楽、著名な演奏家の生演奏に直接触れ、演奏表現力の研究を行う。

②指導力の修得・向上のための研修等
・2020年3月24日　株式会社ベネッセｉキャリアより講師派遣　教員70名参加
内容：コミュニケーションスキル教員研修会

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表しているこ
と。また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
学校関係者評価においては、本校にて実施している自己評価（学校運営・教育活動・学生支援・教育環境・学生の受け入れ募集など）を基に、業界企業・教育団
体・地域との連携による教育活動など、本校の活動について説明。そして、さらなる教育活動へつなげていくために様々な角度からその運営が適正に行われてい
るのか等、審議・助言いただき、今後の発展・改善に寄与していく。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（１）教育理念・目標 教育理念・目標
（２）学校運営 学校運営
（３）教育活動 教育活動
（４）学修成果 学修成果
（５）学生支援 学生支援
（６）教育環境 教育環境
（７）学生の受入れ募集 学生の受入れ募集
（８）財務 財務
（９）法令等の遵守 法令等の遵守
（１０）社会貢献・地域貢献 社会貢献・地域貢献
（１１）国際交流 ※該当なし

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況
学校関係者評価を基に、施設・設備の新規設置や地域連携などの点において、次年度カリキュラム等への反映について審議をいただいている。新設の設備備品
については「時代背景を考慮した新しさは必要であるが、学びの場である以上本質的な作業工程の意味合いを理解しやすく、汎用性を兼ね備えたものを選択の基
準とすることが望ましい」との意見を頂く。また、業界での就職においてはPC操作スキルが望まれているので、環境の整備を継続するよう進言があった。Office系
Draw系授業のPC入れ替えを検討し、新年度に向けて入れ替えを行っている。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
　　　平成３１年３月３１日現在

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期

名　前 所　　　属 任期
三原　淑治 エム・アイ・プランニング株式会社　代表取締役 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

東　龍太郎
髙橋　国明 第６期生（1994年卒業）（株式会社白竜社取締役） 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

瀧川　紀征 株式会社リバフォール　代表取締役会長 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

科学技術学園高等学校　大阪分室長 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

（ホームページ）
ホームページにおいて公開（URL:https://www.cat.ac.jp/data/）・令和元年10月末

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
本校の理念でもある、“業界にとって信頼できる人材育成機関であること”を実践していくためには、本校教育内容等の情報提供について積極的に行っていくべきで
ある。本校は、学生の日常・教育内容などについてWEBサイト・冊子の発行等を通じて行っていくこととする。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画 学校概要、教育理念、教育目標

（１１）その他 ※該当なし
※（１０）及び（１１）については任意記載。

（２）各学科等の教育 各専攻カリキュラム概要
（３）教職員 講師、特別講師

（３）情報提供方法
ホームページにおいて公開（URL:https://www.cat.ac.jp/data/)

（８）学校の財務 学校の財務
（９）学校評価 自己評価、学校関係者評価
（１０）国際連携の状況

（４）キャリア教育・実践的職業教育 産学協働特別授業、企業の声

※該当なし

（５）様々な教育活動・教育環境 日常トピックス、行事レポートの公表
（６）学生の生活支援 ※該当なし
（７）学生納付金・修学支援 募集要項、教育ローンの案内
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○ 音楽業界概論

音楽業界の歴史的背景や成り立ち、そして、業種の仕組み
やその関連業種等についても学びます。著作権、流行、
ソーシャルメディアへの対応も含め業界への指向を深めて
いく内容です。

１
・
２
年
通
年

124 8 ○ ○ ○

○ 音楽史
ポップスの歴史を通して、現在の音楽シーンの成り立ちや
ジャンルの派生、楽曲やアーティストに関する知識等を研
究していきます。

１
・
２
年
通
年

124 8 ○ ○ ○

○ 音楽理論
基礎的な音楽理論と音楽ジャンルや各種楽器への理解を深
めます。楽典的なものから読譜力や音程・和音や旋律の知
識を習得して楽曲に対する理解を広げていきます。

１
年
通
年

62 4 ○ ○ ○

○ 音響基礎
演奏することにおいての楽器や音響機材、ライブ・コン
サートを知るために実践的なかたちで理解を深めます。ま
た、ステージ進行・制作資料などの学習も行います。

１
・
２
年
通
年

124 8 ○ ○ ○

○ 演奏技術

演奏技術に関する基礎的な反復練習を行い、無理なく実際
の演奏に応用できる技術を養います。演奏するための持久
力や安定性を高め、読譜や発想にも力を付けていく内容で
す。

１
・
２
年
通
年

496 16 ○ ○ ○

○ 楽器演奏ゼミ

各々が演奏する楽器を通してバンドアンサンブル全体を捉
える感覚を身に付けていきます。自分のプレイスタイルを
構築していくための実験的ゼミナール型式をとっていま
す。

１
・
２
年
通
年

124 4 ○ ○ ○

○ 音楽理論Ⅱ
基礎的な理論を理解した上で、楽曲の構成や構造を理解し
ていきます。より優れた個性ある演奏に繋げるため、各楽
器レベルでの消化に役立てていきます。

２
年
通
年

62 4 ○ ○ ○

○ ソングライティング

曲作りの方法としてＰＣ音楽ソフトを使用して簡単な音楽
制作・打込みができるように学習します。ＳＮＳ等でのオ
リジナル楽曲や動画配信も含めたものとして考えていきま
す。

１
・
２
年
通
年

186 12 ○ ○ ○

○ リズムゼミ

打楽器を通してリズム構成や構造を学びます。アクセント
やアーティキュレーションを理解して実際の演奏にグルー
ヴ感やダイナミクスが表現できるようにするための学習で
す。

１
年
通
年

62 4 ○ ○ ○

○ アンサンブル

アンサンブルを通じて、バンドサウンドにおけるリズム、
ハーモニー、メロディーなどのアレンジを体得します。ま
た、ステージ上でのルール、マナー、音響・照明・進行に
至るまでの知識を理解していきます。

１
・
２
年
通
年

248 8 ○ ○ ○ ○

○ イベント制作
学生たちの自主性を重視したかたちで様々なイベント・コ
ンテンツ等の発表を行います。互いに協力し企画・立案か
ら実施運営に至るまでの内容を学びます。

１
・
２
年
通
年

64 2 ○ ○ ○

○ 業界研究
演奏系、技術系、総合学科の学生たちが日常学んでいる内
容を業界関係者の協力や外部施設利用を含んだかたちで発
表していきます。

１
・
２
年
通
年

48 1 ○ ○ ○

１２科目

授業科目等の概要

（文化・教養専門課程ミュージシャン学科　ギター専攻）
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 

位
 

数

授業方法 場所 教員
企
業
等
と
の
連
携

合計 １７２４単位時間(７９単位)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

学則、第２１条、第２２条に則り、各学期末の試験結果及び所定の出席日数により決定する。
なお、各科目の試験等の内容については、各学科長及び担任と授業坦務者が打ち合わせの上決定する。

１学年の学期区分 ２期
１学期の授業期間 前期１６週、後期１５週

（留意事項）



【職業実践専門課程認定後の公表様式】

昼夜

年

資格・検定名 種別 受験者数 合格者数

人
人
人
％

％

■中途退学者 11 名 10.58 ％
（平成30年度卒業者に関する令和元年5月1日時点の情報）

・進学者数：0人

■サークル活動：

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ
ホームページにおいて公開（URL:https://www.cat.ac.jp/support/subject.html）

（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映した内容を公表するこ
とが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた告示日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意し、それぞれ、「大学・短
期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留年」「資格取得」などを希
望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をいいます。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の者、留学生、聴講生、
科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職者とはしません（就職
したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進学状況等について記
載します。

■自由記述欄

就職等の
状況※２

■就職指導内容

■卒業者数 48

■就職希望者数 10

■主な就職先、業界等（平成30年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

 20.83

■その他

■就職者数 10

■就職率　　　　　　　　　 ： 100

■卒業者に占める就職者の割合

３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取
得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的な学修成果（例えば、認定学科の学生・卒
業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。

■中退防止・中退者支援のための取組
個人面談を定期的に実施,個別のマッチング状況を確認。また、毎月の出席率管理を行い保護者とも連絡を取り登校を促すことで継続意欲を持たせる。

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　　有

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　　無
※有の場合、例えば以下について任意記載

（評価団体、受審年月、評価結果又は評価結果を掲載したホームページＵＲＬ）

中途退学
の現状

平成30年4月1日時点において、在学者104名（平成30年4月1日入学者を含む）
平成31年3月31日時点において、在学者93名（平成31年3月31日卒業者を含む）

■中途退学の主な理由
・経済的理由
・別途進路へ進む為

経済的支援
制度 ■専門実践教育訓練給付：　　　　　非給付対象

特待生制度

※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

■中退率

（平成30年度卒業者に関する令和元年5月1日時点の情報）音楽・エンタテインメント業界

・企業研修/就活対策講座/業界企業合同説明会
・CATチャレンジシステム/公開オーディション

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当す
るか記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの
③その他（民間検定等）

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類

■個別相談・指導等の対応 なし
電話・家庭訪問及び保護者との情報共有

■国家資格・検定/その他・民間検定等
無

学期制度
■前期　４月１日～９月３０日
■後期　１０月１日～３月３１日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
前後期試験結果及び出席・平常点等総合評価

80人 82人

長期休み

■学年始め：　４月１１日
■夏　　季：　７月２１日～８月３１日
■冬　　季：　１２月２１日～１月９日
■学 年 末：　３月２１日

卒業・進級
条件

前後期総合評価結果及び２／３以上の出席

10人1人

有

29人 39人

0 0

単位時間

生徒総定員 生徒実員

2 昼間
384 960

専任教員数留学生数（生徒実員の内数） 兼任教員数 総教員数

3841728

認定年月日 平成26年3月31日

修業年限 演習 実習 実験 実技講義全課程の修了に必要な総授業時数
又は総単位数

 〒564-0062
大阪府吹田市垂水町3-29-18

06-6369-1101

文化・教養 文化・教養専門課程 ミュージシャン学科ベース専攻
平成17年文部科学省

告示第176号
-

学科の目的 教育基本法、及び学校教育法に基づき音楽表現及び楽曲制作に関し必要とされる技能を養成し、又は教育の向上を図ることを目的とする。

分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

キャットミュージックカレッジ
専門学校

昭和63年3月30日 井原　延治
 〒564-0062
大阪府吹田市垂水町3-29-18

（電話）

（別紙様式４）

令和元年7月31日※１
（前回公表年月日：平成30年7月31日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

06-6369-1101

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人大阪創都学園 昭和63年3月30日 鈴木　雅文
（電話）



種別
①
③
③
③
③
③

学校責任者

学校責任者

学校責任者

学校責任者

　 学校責任者

井尻　健作 株式会社スタジオアッシュ 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

稗田　　奨

杉山　　徹 ミュージシャン学科　学科長
音楽技術学科　学科長

総合学科　学科長
ダンス学科　学科長

豊島　芳樹
小池　敏

白藤　浩史

フリー・トランジット・ワークス・ミュージック・ファクトリー

平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

井筒　稔晴 一般社団法人日本音楽スタジオ協会 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
教育課程編成委員会においては、本校教育課程充実に向け、各学科関連業界との連携を密にし、現状カリキュラムの確認や今後取り入れていくべき内容につい
ての闊達な意見交換を行う。また、審議内容についての本校教育課程への導入等について審議していくものとする。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
本委員会は、各学科ごとに実施運営される。本委員会にて決議した内容については学校長へ答申し、学科別会議や各専攻分会、授業別会議等において、内容等
について審議したうえで教育課程編成に可能な範囲で反映していくものとする。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿
平成３１年３月３１日現在

名　前 所　　　属 任期

里見　匡一 有限会社パブリックミュージックワークス

意見：今の時代はミュージシャンでもパソコンで曲が作れたり、アレンジが出来たりする必要があります。しかしアプリケーションの進化が早いので、流行りを追いかけずに基本をしっかり
教えて、あとは自分で研究したいと思わせることが大事です。基本を押さえ、あとは「自分で考えて面白いものを作り出せるようになる」という事をカリキュラムに組み込んであげてくださ
い。
→活用状況：ミュージシャン学科にパソコンを活用するカリキュラムを新設。パソコンで曲が作れることを目的としているが、一般的なアプリケーションも活用し、文章や図表、デザインさ
れるものも含めて創作が出来るよう取り組んでいる。

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
本校は、カリキュラム構築・個別授業構築において業界関係企業との連携を密にし、実践に対応した教育内容を提供するために努力していく。また、内容に応じて業界関係企業と提携
し、実技・実習・演習等の運営を委託し実施していく。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
・講師派遣における学内授業の実施
・特別実習における専用施設を使用した実習の実施及び講師派遣
・前後期試験の実施、作品/実習等における採点、出席率等総合評価を行う。

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

楽器ビジネス学科　学科長横山　友之

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年間2回の実施（１０月、３月）

株式会社大阪フェルナンデス

　※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（開催日時）
第１回　平成３０年１０月２５日
第２回　平成３１年３月１４日　/　平成３１年３月１５日

森　　久誌 株式会社　フォレスト 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

木川　　洋

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

アンサンブル
アンサンブルを通じて、バンドサウンドにおけるリズム、ハーモニー、メロディーなどのアレ
ンジを体得します。また、ステージ上でのルール、マナー、音響・照明・進行に至るまでの
知識を理解していきます。

有限会社ヘッドライン



種別
企業等委員

校長等

卒業生

企業等委員

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
教職員が学校の基本方針を理解し業務を遂行する上において、自身の自己研鑽に努めることの必要性を理解するとともに、学生・生徒の人材育成において必要
な知識や技術の習得を目的とする。また、全体での実施はもちろん、自己研鑽における自発的な研修参加や音楽活動等についても業務に支障のない範囲でバッ
クアップする。教員は、キャットミュージックカレッジ専門学校　講師・教職員研修規定に基づいて、学園又は各種団体等の研修を受け、資質の向上に努めていく。そ
の内容については、教務部が定める年間行事予定において計画される。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等
・2018年11月12日Billboard Live OSAKA 演奏指導教員3名参加「Dave Grusin」
・2018年11月14日Billboard Live OSAKA 演奏指導教員2名参加「Larry Carlton」
・2019年1月15日Billboard Live OSAKA 演奏指導教員4名参加「Naturally 7」
内容：質の良いベーシックな音楽、著名な演奏家の生演奏に直接触れ、演奏表現力の研究を行う。

②指導力の修得・向上のための研修等
・2019年3月26日　株式会社ベネッセｉキャリアより講師派遣　教員69名参加
内容：今時の学生とのコミュニケーション研修会

（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等
・2019年5月13日Billboard Live OSAKA 演奏指導教員3名参加「Danny Kortchmar, Waddy Wachtel, Leland Sklar, Russ Kunkel & Steve Postell」
・2019年11月Billboard Live OSAKA 演奏指導教員2名参加
・2019年12月Billboard Live OSAKA 演奏指導教員2名参加
・2020年1月Billboard Live OSAKA 演奏指導教員3名参加
内容：質の良いベーシックな音楽、著名な演奏家の生演奏に直接触れ、演奏表現力の研究を行う。

②指導力の修得・向上のための研修等
・2020年3月24日　株式会社ベネッセｉキャリアより講師派遣　教員70名参加
内容：コミュニケーションスキル教員研修会

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表しているこ
と。また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
学校関係者評価においては、本校にて実施している自己評価（学校運営・教育活動・学生支援・教育環境・学生の受け入れ募集など）を基に、業界企業・教育団
体・地域との連携による教育活動など、本校の活動について説明。そして、さらなる教育活動へつなげていくために様々な角度からその運営が適正に行われてい
るのか等、審議・助言いただき、今後の発展・改善に寄与していく。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（１）教育理念・目標 教育理念・目標
（２）学校運営 学校運営
（３）教育活動 教育活動
（４）学修成果 学修成果
（５）学生支援 学生支援
（６）教育環境 教育環境
（７）学生の受入れ募集 学生の受入れ募集
（８）財務 財務
（９）法令等の遵守 法令等の遵守
（１０）社会貢献・地域貢献 社会貢献・地域貢献
（１１）国際交流 ※該当なし

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況
学校関係者評価を基に、施設・設備の新規設置や地域連携などの点において、次年度カリキュラム等への反映について審議をいただいている。新設の設備備品
については「時代背景を考慮した新しさは必要であるが、学びの場である以上本質的な作業工程の意味合いを理解しやすく、汎用性を兼ね備えたものを選択の基
準とすることが望ましい」との意見を頂く。また、業界での就職においてはPC操作スキルが望まれているので、環境の整備を継続するよう進言があった。Office系
Draw系授業のPC入れ替えを検討し、新年度に向けて入れ替えを行っている。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
　　　平成３１年３月３１日現在

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期

名　前 所　　　属 任期
三原　淑治 エム・アイ・プランニング株式会社　代表取締役 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

東　龍太郎
髙橋　国明 第６期生（1994年卒業）（株式会社白竜社取締役） 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

瀧川　紀征 株式会社リバフォール　代表取締役会長 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

科学技術学園高等学校　大阪分室長 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

（ホームページ）
ホームページにおいて公開（URL:https://www.cat.ac.jp/data/）・令和元年10月末

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
本校の理念でもある、“業界にとって信頼できる人材育成機関であること”を実践していくためには、本校教育内容等の情報提供について積極的に行っていくべきで
ある。本校は、学生の日常・教育内容などについてWEBサイト・冊子の発行等を通じて行っていくこととする。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画 学校概要、教育理念、教育目標

（１１）その他 ※該当なし
※（１０）及び（１１）については任意記載。

（２）各学科等の教育 各専攻カリキュラム概要
（３）教職員 講師、特別講師

（３）情報提供方法
ホームページにおいて公開（URL:https://www.cat.ac.jp/data/)

（８）学校の財務 学校の財務
（９）学校評価 自己評価、学校関係者評価
（１０）国際連携の状況

（４）キャリア教育・実践的職業教育 産学協働特別授業、企業の声

※該当なし

（５）様々な教育活動・教育環境 日常トピックス、行事レポートの公表
（６）学生の生活支援 ※該当なし
（７）学生納付金・修学支援 募集要項、教育ローンの案内
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○ 音楽業界概論 

音楽業界の歴史的背景や成り立ち、そして、業種の仕組み
やその関連業種などについても学びます。著作権、流行、
ソーシャルメディアへの対応も含め業界への指向を深めて
いく内容です。

１
・
２
年
通
年

124 8 ○ ○ ○

○ 音楽史
ポップスの歴史を通して、現在の音楽シーンの成り立ちや
ジャンルの派生、楽曲やアーティストに関する知識等を研
究していきます。

１
・
２
年
通
年

124 8 ○ ○ ○

○ 音楽理論
基礎的な音楽理論と音楽ジャンルや各種楽器への理解を深
めます。楽典的なものから読譜力や音程・和音や旋律の知
識を習得して楽曲に対する理解を広げていきます。

１
年
通
年

62 4 ○ ○ ○

○ 音響基礎
演奏することにおいての楽器や音響機材、ライブ・コン
サートを知るために実践的なかたちで理解を深めます。ま
た、ステージ進行・制作資料などの学習も行います。

１
・
２
年
通
年

124 8 ○ ○ ○

○ 演奏技術

演奏技術に関する基礎的な反復練習を行い、無理なく実際
の演奏に応用できる技術を養います。演奏するための持久
力や安定性を高め、読譜や発想にも力を付けていく内容で
す。

１
・
２
年
通
年

496 16 ○ ○ ○

○ 楽器演奏ゼミ

各々が演奏する楽器を通してバンドアンサンブル全体を捉
える感覚を身に付けていきます。自分のプレイスタイルを
構築していくための実験的ゼミナール型式をとっていま
す。

１
・
２
年
通
年

124 4 ○ ○ ○

○ 音楽理論Ⅱ
基礎的な理論を理解した上で、楽曲の構成や構造を理解し
ていきます。より優れた個性ある演奏に繋げるため、各楽
器レベルでの消化に役立てていきます。

２
年
通
年

62 4 ○ ○ ○

○ ソングライティング

曲作りの方法としてＰＣ音楽ソフトを使用して簡単な音楽
制作・打込みができるように学習します。ＳＮＳ等でのオ
リジナル楽曲や動画配信も含めたものとして考えていきま
す。

１
・
２
年
通
年

186 12 ○ ○ ○

○ コードゼミ
鍵盤楽器を学ぶ事によりハーモニーのイメージやコード進
行法を理解してもらい、リズム隊として客観的に自分の役
割を考えて演奏できるようにしていきます。

１
年
通
年

62 4 ○ ○ ○

○ アンサンブル

アンサンブルを通じて、バンドサウンドにおけるリズム、
ハーモニー、メロディーなどのアレンジを体得します。ま
た、ステージ上でのルール、マナー、音響・照明・進行に
至るまでの知識を理解していきます。

１
・
２
年
通
年

248 8 ○ ○ ○ ○

○ イベント制作
学生たちの自主性を重視したかたちで様々なイベント・コ
ンテンツ等の発表を行います。互いに協力し企画・立案か
ら実施運営に至るまでの内容を学びます。

１
・
２
年
通
年

64 2 ○ ○ ○

○ 業界研究
演奏系、技術系、総合学科の学生たちが日常学んでいる内
容を業界関係者の協力や外部施設利用を含んだかたちで発
表していきます。

１
・
２
年
通
年

48 1 ○ ○ ○

１２科目

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

学則、第２１条、第２２条に則り、各学期末の試験結果及び所定の出席日数により決定する。
なお、各科目の試験等の内容については、各学科長及び担任と授業坦務者が打ち合わせの上決定する。

１学年の学期区分 ２期
１学期の授業期間 前期１６週、後期１５週

（留意事項）

合計 １７２４単位時間(７９単位)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

授業科目等の概要

（文化・教養専門課程ミュージシャン学科　ベース専攻）
分類

授業科目名 授業科目概要

企
業
等
と
の
連
携

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 

位
 

数

授業方法 場所 教員



【職業実践専門課程認定後の公表様式】

昼夜

年

資格・検定名 種別 受験者数 合格者数
MIDI検定3級 ③ 2 1

人
人
人
％

％

■中途退学者 11 名 10.58 ％

キャットミュージックカレッジ
専門学校

昭和63年3月30日 井原　延治
 〒564-0062
大阪府吹田市垂水町3-29-18

（電話）

（別紙様式４）

令和元年7月31日※１
（前回公表年月日：平成30年7月31日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

06-6369-1101

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人大阪創都学園 昭和63年3月30日 鈴木　雅文
（電話）

 〒564-0062
大阪府吹田市垂水町3-29-18

06-6369-1101

文化・教養 文化・教養専門課程 ミュージシャン学科ドラム専攻
平成17年文部科学省

告示第176号
-

学科の目的 教育基本法、及び学校教育法に基づき音楽表現及び楽曲制作に関し必要とされる技能を養成し、又は教育の向上を図ることを目的とする。

分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

認定年月日 平成26年3月31日

修業年限 演習 実習 実験 実技講義全課程の修了に必要な総授業時数
又は総単位数

0 0

単位時間

生徒総定員 生徒実員

2 昼間
384 960

専任教員数留学生数（生徒実員の内数） 兼任教員数 総教員数

3841728

学期制度
■前期　４月１日～９月３０日
■後期　１０月１日～３月３１日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
前後期試験結果及び出席・平常点等総合評価

80人 82人

長期休み

■学年始め：　４月１１日
■夏　　季：　７月２１日～８月３１日
■冬　　季：　１２月２１日～１月９日
■学 年 末：　３月２１日

卒業・進級
条件

前後期総合評価結果及び２／３以上の出席

10人1人

有

29人 39人

（平成30年度卒業者に関する令和元年5月1日時点の情報）音楽・エンタテインメント業界

・企業研修/就活対策講座/業界企業合同説明会
・CATチャレンジシステム/公開オーディション

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当す
るか記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの
③その他（民間検定等）

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類

■個別相談・指導等の対応 なし
電話・家庭訪問及び保護者との情報共有

■国家資格・検定/その他・民間検定等
無

３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取
得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的な学修成果（例えば、認定学科の学生・卒
業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。

■中退防止・中退者支援のための取組
個人面談を定期的に実施,個別のマッチング状況を確認。また、毎月の出席率管理を行い保護者とも連絡を取り登校を促すことで継続意欲を持たせる。

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　　有

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　　無
※有の場合、例えば以下について任意記載

（評価団体、受審年月、評価結果又は評価結果を掲載したホームページＵＲＬ）

中途退学
の現状

平成30年4月1日時点において、在学者104名（平成30年4月1日入学者を含む）
平成31年3月31日時点において、在学者93名（平成31年3月31日卒業者を含む）

■中途退学の主な理由
・経済的理由
・別途進路へ進む為

経済的支援
制度 ■専門実践教育訓練給付：　　　　　非給付対象

特待生制度

※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

■中退率
（平成30年度卒業者に関する令和元年5月1日時点の情報）

・進学者数：0人

■サークル活動：

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ
ホームページにおいて公開（URL:https://www.cat.ac.jp/support/subject.html）

（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映した内容を公表するこ
とが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた告示日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意し、それぞれ、「大学・短
期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留年」「資格取得」などを希
望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をいいます。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の者、留学生、聴講生、
科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職者とはしません（就職
したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進学状況等について記
載します。

■自由記述欄

就職等の
状況※２

■就職指導内容

■卒業者数 48

■就職希望者数 10

■主な就職先、業界等（平成30年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

 20.83

■その他

■就職者数 10

■就職率　　　　　　　　　 ： 100

■卒業者に占める就職者の割合



種別
①
③
③
③
③
③

学校責任者

学校責任者

学校責任者

学校責任者

　 学校責任者

井尻　健作 株式会社スタジオアッシュ 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

稗田　　奨

杉山　　徹 ミュージシャン学科　学科長
音楽技術学科　学科長

総合学科　学科長
ダンス学科　学科長

豊島　芳樹
小池　敏

白藤　浩史

フリー・トランジット・ワークス・ミュージック・ファクトリー

平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

井筒　稔晴 一般社団法人日本音楽スタジオ協会 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
教育課程編成委員会においては、本校教育課程充実に向け、各学科関連業界との連携を密にし、現状カリキュラムの確認や今後取り入れていくべき内容につい
ての闊達な意見交換を行う。また、審議内容についての本校教育課程への導入等について審議していくものとする。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
本委員会は、各学科ごとに実施運営される。本委員会にて決議した内容については学校長へ答申し、学科別会議や各専攻分会、授業別会議等において、内容等
について審議したうえで教育課程編成に可能な範囲で反映していくものとする。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿
平成３１年３月３１日現在

名　前 所　　　属 任期

里見　匡一 有限会社パブリックミュージックワークス

意見：今の時代はミュージシャンでもパソコンで曲が作れたり、アレンジが出来たりする必要があります。しかしアプリケーションの進化が早いので、流行りを追いかけずに基本をしっかり
教えて、あとは自分で研究したいと思わせることが大事です。基本を押さえ、あとは「自分で考えて面白いものを作り出せるようになる」という事をカリキュラムに組み込んであげてくださ
い。
→活用状況：ミュージシャン学科にパソコンを活用するカリキュラムを新設。パソコンで曲が作れることを目的としているが、一般的なアプリケーションも活用し、文章や図表、デザインさ
れるものも含めて創作が出来るよう取り組んでいる。

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
本校は、カリキュラム構築・個別授業構築において業界関係企業との連携を密にし、実践に対応した教育内容を提供するために努力していく。また、内容に応じて業界関係企業と提携
し、実技・実習・演習等の運営を委託し実施していく。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
・講師派遣における学内授業の実施
・特別実習における専用施設を使用した実習の実施及び講師派遣
・前後期試験の実施、作品/実習等における採点、出席率等総合評価を行う。

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

楽器ビジネス学科　学科長横山　友之

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年間2回の実施（１０月、３月）

株式会社大阪フェルナンデス

　※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（開催日時）
第１回　平成３０年１０月２５日
第２回　平成３１年３月１４日　/　平成３１年３月１５日

森　　久誌 株式会社　フォレスト 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

木川　　洋

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

アンサンブル
アンサンブルを通じて、バンドサウンドにおけるリズム、ハーモニー、メロディーなどのアレ
ンジを体得します。また、ステージ上でのルール、マナー、音響・照明・進行に至るまでの
知識を理解していきます。

有限会社ヘッドライン



種別
企業等委員

校長等

卒業生

企業等委員

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
教職員が学校の基本方針を理解し業務を遂行する上において、自身の自己研鑽に努めることの必要性を理解するとともに、学生・生徒の人材育成において必要
な知識や技術の習得を目的とする。また、全体での実施はもちろん、自己研鑽における自発的な研修参加や音楽活動等についても業務に支障のない範囲でバッ
クアップする。教員は、キャットミュージックカレッジ専門学校　講師・教職員研修規定に基づいて、学園又は各種団体等の研修を受け、資質の向上に努めていく。そ
の内容については、教務部が定める年間行事予定において計画される。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等
・2018年11月12日Billboard Live OSAKA 演奏指導教員3名参加「Dave Grusin」
・2018年11月14日Billboard Live OSAKA 演奏指導教員2名参加「Larry Carlton」
・2019年1月15日Billboard Live OSAKA 演奏指導教員4名参加「Naturally 7」
内容：質の良いベーシックな音楽、著名な演奏家の生演奏に直接触れ、演奏表現力の研究を行う。

②指導力の修得・向上のための研修等
・2019年3月26日　株式会社ベネッセｉキャリアより講師派遣　教員69名参加
内容：今時の学生とのコミュニケーション研修会

（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等
・2019年5月13日Billboard Live OSAKA 演奏指導教員3名参加「Danny Kortchmar, Waddy Wachtel, Leland Sklar, Russ Kunkel & Steve Postell」
・2019年11月Billboard Live OSAKA 演奏指導教員2名参加
・2019年12月Billboard Live OSAKA 演奏指導教員2名参加
・2020年1月Billboard Live OSAKA 演奏指導教員3名参加
内容：質の良いベーシックな音楽、著名な演奏家の生演奏に直接触れ、演奏表現力の研究を行う。

②指導力の修得・向上のための研修等
・2020年3月24日　株式会社ベネッセｉキャリアより講師派遣　教員70名参加
内容：コミュニケーションスキル教員研修会

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表しているこ
と。また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
学校関係者評価においては、本校にて実施している自己評価（学校運営・教育活動・学生支援・教育環境・学生の受け入れ募集など）を基に、業界企業・教育団
体・地域との連携による教育活動など、本校の活動について説明。そして、さらなる教育活動へつなげていくために様々な角度からその運営が適正に行われてい
るのか等、審議・助言いただき、今後の発展・改善に寄与していく。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（１）教育理念・目標 教育理念・目標
（２）学校運営 学校運営
（３）教育活動 教育活動
（４）学修成果 学修成果
（５）学生支援 学生支援
（６）教育環境 教育環境
（７）学生の受入れ募集 学生の受入れ募集
（８）財務 財務
（９）法令等の遵守 法令等の遵守
（１０）社会貢献・地域貢献 社会貢献・地域貢献
（１１）国際交流 ※該当なし

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況
学校関係者評価を基に、施設・設備の新規設置や地域連携などの点において、次年度カリキュラム等への反映について審議をいただいている。新設の設備備品
については「時代背景を考慮した新しさは必要であるが、学びの場である以上本質的な作業工程の意味合いを理解しやすく、汎用性を兼ね備えたものを選択の基
準とすることが望ましい」との意見を頂く。また、業界での就職においてはPC操作スキルが望まれているので、環境の整備を継続するよう進言があった。Office系
Draw系授業のPC入れ替えを検討し、新年度に向けて入れ替えを行っている。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
　　　平成３１年３月３１日現在

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期

名　前 所　　　属 任期
三原　淑治 エム・アイ・プランニング株式会社　代表取締役 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

東　龍太郎
髙橋　国明 第６期生（1994年卒業）（株式会社白竜社取締役） 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

瀧川　紀征 株式会社リバフォール　代表取締役会長 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

科学技術学園高等学校　大阪分室長 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

（ホームページ）
ホームページにおいて公開（URL:https://www.cat.ac.jp/data/）・令和元年10月末

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
本校の理念でもある、“業界にとって信頼できる人材育成機関であること”を実践していくためには、本校教育内容等の情報提供について積極的に行っていくべきで
ある。本校は、学生の日常・教育内容などについてWEBサイト・冊子の発行等を通じて行っていくこととする。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画 学校概要、教育理念、教育目標

（１１）その他 ※該当なし
※（１０）及び（１１）については任意記載。

（２）各学科等の教育 各専攻カリキュラム概要
（３）教職員 講師、特別講師

（３）情報提供方法
ホームページにおいて公開（URL:https://www.cat.ac.jp/data/)

（８）学校の財務 学校の財務
（９）学校評価 自己評価、学校関係者評価
（１０）国際連携の状況

（４）キャリア教育・実践的職業教育 産学協働特別授業、企業の声

※該当なし

（５）様々な教育活動・教育環境 日常トピックス、行事レポートの公表
（６）学生の生活支援 ※該当なし
（７）学生納付金・修学支援 募集要項、教育ローンの案内
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○ 音楽業界概論 

音楽業界の歴史的背景や成り立ち、そして、業種の仕組み
やその関連業種などについても学びます。著作権、流行、
ソーシャルメディアへの対応も含め業界への指向を深めて
いく内容です。

１
・
２
年
通
年

124 8 ○ ○ ○

○ 音楽史
ポップスの歴史を通して、現在の音楽シーンの成り立ちや
ジャンルの派生、楽曲やアーティストに関する知識等を研
究していきます。

１
・
２
年
通
年

124 8 ○ ○ ○

○ 音楽理論
基礎的な音楽理論と音楽ジャンルや各種楽器への理解を深
めます。楽典的なものから読譜力や音程・和音や旋律の知
識を習得して楽曲に対する理解を広げていきます。

１
年
通
年

62 4 ○ ○ ○

○ 音響基礎
演奏することにおいての楽器や音響機材、ライブ・コン
サートを知るために実践的なかたちで理解を深めます。ま
た、ステージ進行・制作資料などの学習も行います。

１
・
２
年
通
年

124 8 ○ ○ ○

○ 演奏技術

演奏技術に関する基礎的な反復練習を行い、無理なく実際
の演奏に応用できる技術を養います。演奏するための持久
力や安定性を高め、読譜や発想にも力を付けていく内容で
す。

１
・
２
年
通
年

496 16 ○ ○ ○

○ 楽器演奏ゼミ

各々が演奏する楽器を通してバンドアンサンブル全体を捉
える感覚を身に付けていきます。自分のプレイスタイルを
構築していくための実験的ゼミナール型式をとっていま
す。

１
・
２
年
通
年

124 4 ○ ○ ○

○ 音楽理論Ⅱ
基礎的な理論を理解した上で、楽曲の構成や構造を理解し
ていきます。より優れた個性ある演奏に繋げるため、各楽
器レベルでの消化に役立てていきます。

２
年
通
年

62 4 ○ ○ ○

○ ソングライティング

曲作りの方法としてＰＣ音楽ソフトを使用して簡単な音楽
制作・打込みができるように学習します。ＳＮＳ等でのオ
リジナル楽曲や動画配信も含めたものとして考えていきま
す。

１
・
２
年
通
年

186 12 ○ ○ ○

○ コードゼミ
鍵盤楽器を学ぶ事によりハーモニーのイメージやコード進
行法を理解してもらい、リズム隊として客観的に自分の役
割を考えて演奏できるようにしていきます。

１
年
通
年

62 4 ○ ○ ○

○ アンサンブル

アンサンブルを通じて、バンドサウンドにおけるリズム、
ハーモニー、メロディーなどのアレンジを体得します。ま
た、ステージ上でのルール、マナー、音響・照明・進行に
至るまでの知識を理解していきます。

１
・
２
年
通
年

248 8 ○ ○ ○ ○

○ イベント制作
学生たちの自主性を重視したかたちで様々なイベント・コ
ンテンツ等の発表を行います。互いに協力し企画・立案か
ら実施運営に至るまでの内容を学びます。

１
・
２
年
通
年

64 2 ○ ○ ○

○ 業界研究
演奏系、技術系、総合学科の学生たちが日常学んでいる内
容を業界関係者の協力や外部施設利用を含んだかたちで発
表していきます。

１
・
２
年
通
年

48 1 ○ ○ ○

１２科目

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

学則、第２１条、第２２条に則り、各学期末の試験結果及び所定の出席日数により決定する。
なお、各科目の試験等の内容については、各学科長及び担任と授業坦務者が打ち合わせの上決定する。

１学年の学期区分 ２期
１学期の授業期間 前期１６週、後期１５週

（留意事項）

教員
企
業
等
と
の
連
携

合計 １７２４単位時間(７９単位)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

授業科目等の概要

（文化・教養専門課程ミュージシャン学科　ドラム専攻）
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 

位
 

数

授業方法 場所



【職業実践専門課程認定後の公表様式】

昼夜

年

資格・検定名 種別 受験者数 合格者数
MIDI検定3級 ③ 1 0

人
人
人
％

％

■中途退学者 11 名 10.58 ％

キャットミュージックカレッジ
専門学校

昭和63年3月30日 井原　延治
 〒564-0062
大阪府吹田市垂水町3-29-18

（電話）

（別紙様式４）

令和元年7月31日※１
（前回公表年月日：平成30年7月31日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

06-6369-1101

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人大阪創都学園 昭和63年3月30日 鈴木　雅文
（電話）

 〒564-0062
大阪府吹田市垂水町3-29-18

06-6369-1101

文化・教養 文化・教養専門課程 ミュージシャン学科キーボード専攻
平成17年文部科学省

告示第176号
-

学科の目的 教育基本法、及び学校教育法に基づき音楽表現及び楽曲制作に関し必要とされる技能を養成し、又は教育の向上を図ることを目的とする。

分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

認定年月日 平成26年3月31日

修業年限 演習 実習 実験 実技講義全課程の修了に必要な総授業時数
又は総単位数

0 0

単位時間

生徒総定員 生徒実員

2 昼間
384 960

専任教員数留学生数（生徒実員の内数） 兼任教員数 総教員数

3841728

学期制度
■前期　４月１日～９月３０日
■後期　１０月１日～３月３１日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
前後期試験結果及び出席・平常点等総合評価

80人 82人

長期休み

■学年始め：　４月１１日
■夏　　季：　７月２１日～８月３１日
■冬　　季：　１２月２１日～１月９日
■学 年 末：　３月２１日

卒業・進級
条件

前後期総合評価結果及び２／３以上の出席

10人1人

有

29人 39人

（平成30年度卒業者に関する令和元年5月1日時点の情報）音楽・エンタテインメント業界

・企業研修/就活対策講座/業界企業合同説明会
・CATチャレンジシステム/公開オーディション

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当す
るか記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの
③その他（民間検定等）

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類

■個別相談・指導等の対応 なし
電話・家庭訪問及び保護者との情報共有

■国家資格・検定/その他・民間検定等
無

３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取
得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的な学修成果（例えば、認定学科の学生・卒
業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。

■中退防止・中退者支援のための取組
個人面談を定期的に実施,個別のマッチング状況を確認。また、毎月の出席率管理を行い保護者とも連絡を取り登校を促すことで継続意欲を持たせる。

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　　有

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　　無
※有の場合、例えば以下について任意記載

（評価団体、受審年月、評価結果又は評価結果を掲載したホームページＵＲＬ）

中途退学
の現状

平成30年4月1日時点において、在学者104名（平成30年4月1日入学者を含む）
平成31年3月31日時点において、在学者93名（平成31年3月31日卒業者を含む）

■中途退学の主な理由
・経済的理由
・別途進路へ進む為

経済的支援
制度 ■専門実践教育訓練給付：　　　　　非給付対象

特待生制度

※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

■中退率
（平成30年度卒業者に関する令和元年5月1日時点の情報）

・進学者数：0人

■サークル活動：

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ
ホームページにおいて公開（URL:https://www.cat.ac.jp/support/subject.html）

（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映した内容を公表するこ
とが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた告示日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意し、それぞれ、「大学・短
期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留年」「資格取得」などを希
望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をいいます。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の者、留学生、聴講生、
科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職者とはしません（就職
したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進学状況等について記
載します。

■自由記述欄

就職等の
状況※２

■就職指導内容

■卒業者数 48

■就職希望者数 10

■主な就職先、業界等（平成30年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

 20.83

■その他

■就職者数 10

■就職率　　　　　　　　　 ： 100

■卒業者に占める就職者の割合



種別
①
③
③
③
③
③

学校責任者

学校責任者

学校責任者

学校責任者

　 学校責任者

井尻　健作 株式会社スタジオアッシュ 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

稗田　　奨

杉山　　徹 ミュージシャン学科　学科長
音楽技術学科　学科長

総合学科　学科長
ダンス学科　学科長

豊島　芳樹
小池　敏

白藤　浩史

フリー・トランジット・ワークス・ミュージック・ファクトリー

平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

井筒　稔晴 一般社団法人日本音楽スタジオ協会 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
教育課程編成委員会においては、本校教育課程充実に向け、各学科関連業界との連携を密にし、現状カリキュラムの確認や今後取り入れていくべき内容につい
ての闊達な意見交換を行う。また、審議内容についての本校教育課程への導入等について審議していくものとする。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
本委員会は、各学科ごとに実施運営される。本委員会にて決議した内容については学校長へ答申し、学科別会議や各専攻分会、授業別会議等において、内容等
について審議したうえで教育課程編成に可能な範囲で反映していくものとする。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿
平成３１年３月３１日現在

名　前 所　　　属 任期

里見　匡一 有限会社パブリックミュージックワークス

意見：今の時代はミュージシャンでもパソコンで曲が作れたり、アレンジが出来たりする必要があります。しかしアプリケーションの進化が早いので、流行りを追いかけずに基本をしっかり
教えて、あとは自分で研究したいと思わせることが大事です。基本を押さえ、あとは「自分で考えて面白いものを作り出せるようになる」という事をカリキュラムに組み込んであげてくださ
い。
→活用状況：ミュージシャン学科にパソコンを活用するカリキュラムを新設。パソコンで曲が作れることを目的としているが、一般的なアプリケーションも活用し、文章や図表、デザインさ
れるものも含めて創作が出来るよう取り組んでいる。

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
本校は、カリキュラム構築・個別授業構築において業界関係企業との連携を密にし、実践に対応した教育内容を提供するために努力していく。また、内容に応じて業界関係企業と提携
し、実技・実習・演習等の運営を委託し実施していく。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
・講師派遣における学内授業の実施
・特別実習における専用施設を使用した実習の実施及び講師派遣
・前後期試験の実施、作品/実習等における採点、出席率等総合評価を行う。

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

楽器ビジネス学科　学科長横山　友之

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年間2回の実施（１０月、３月）

株式会社大阪フェルナンデス

　※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（開催日時）
第１回　平成３０年１０月２５日
第２回　平成３１年３月１４日　/　平成３１年３月１５日

森　　久誌 株式会社　フォレスト 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

木川　　洋

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

アンサンブル
アンサンブルを通じて、バンドサウンドにおけるリズム、ハーモニー、メロディーなどのアレ
ンジを体得します。また、ステージ上でのルール、マナー、音響・照明・進行に至るまでの
知識を理解していきます。

有限会社ヘッドライン



種別
企業等委員

校長等

卒業生

企業等委員

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
教職員が学校の基本方針を理解し業務を遂行する上において、自身の自己研鑽に努めることの必要性を理解するとともに、学生・生徒の人材育成において必要
な知識や技術の習得を目的とする。また、全体での実施はもちろん、自己研鑽における自発的な研修参加や音楽活動等についても業務に支障のない範囲でバッ
クアップする。教員は、キャットミュージックカレッジ専門学校　講師・教職員研修規定に基づいて、学園又は各種団体等の研修を受け、資質の向上に努めていく。そ
の内容については、教務部が定める年間行事予定において計画される。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等
・2018年11月12日Billboard Live OSAKA 演奏指導教員3名参加「Dave Grusin」
・2018年11月14日Billboard Live OSAKA 演奏指導教員2名参加「Larry Carlton」
・2019年1月15日Billboard Live OSAKA 演奏指導教員4名参加「Naturally 7」
内容：質の良いベーシックな音楽、著名な演奏家の生演奏に直接触れ、演奏表現力の研究を行う。

②指導力の修得・向上のための研修等
・2019年3月26日　株式会社ベネッセｉキャリアより講師派遣　教員69名参加
内容：今時の学生とのコミュニケーション研修会

（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等
・2019年5月13日Billboard Live OSAKA 演奏指導教員3名参加「Danny Kortchmar, Waddy Wachtel, Leland Sklar, Russ Kunkel & Steve Postell」
・2019年11月Billboard Live OSAKA 演奏指導教員2名参加
・2019年12月Billboard Live OSAKA 演奏指導教員2名参加
・2020年1月Billboard Live OSAKA 演奏指導教員3名参加
内容：質の良いベーシックな音楽、著名な演奏家の生演奏に直接触れ、演奏表現力の研究を行う。

②指導力の修得・向上のための研修等
・2020年3月24日　株式会社ベネッセｉキャリアより講師派遣　教員70名参加
内容：コミュニケーションスキル教員研修会

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表しているこ
と。また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
学校関係者評価においては、本校にて実施している自己評価（学校運営・教育活動・学生支援・教育環境・学生の受け入れ募集など）を基に、業界企業・教育団
体・地域との連携による教育活動など、本校の活動について説明。そして、さらなる教育活動へつなげていくために様々な角度からその運営が適正に行われてい
るのか等、審議・助言いただき、今後の発展・改善に寄与していく。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（１）教育理念・目標 教育理念・目標
（２）学校運営 学校運営
（３）教育活動 教育活動
（４）学修成果 学修成果
（５）学生支援 学生支援
（６）教育環境 教育環境
（７）学生の受入れ募集 学生の受入れ募集
（８）財務 財務
（９）法令等の遵守 法令等の遵守
（１０）社会貢献・地域貢献 社会貢献・地域貢献
（１１）国際交流 ※該当なし

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況
学校関係者評価を基に、施設・設備の新規設置や地域連携などの点において、次年度カリキュラム等への反映について審議をいただいている。新設の設備備品
については「時代背景を考慮した新しさは必要であるが、学びの場である以上本質的な作業工程の意味合いを理解しやすく、汎用性を兼ね備えたものを選択の基
準とすることが望ましい」との意見を頂く。また、業界での就職においてはPC操作スキルが望まれているので、環境の整備を継続するよう進言があった。Office系
Draw系授業のPC入れ替えを検討し、新年度に向けて入れ替えを行っている。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
　　　平成３１年３月３１日現在

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期

名　前 所　　　属 任期
三原　淑治 エム・アイ・プランニング株式会社　代表取締役 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

東　龍太郎
髙橋　国明 第６期生（1994年卒業）（株式会社白竜社取締役） 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

瀧川　紀征 株式会社リバフォール　代表取締役会長 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

科学技術学園高等学校　大阪分室長 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

（ホームページ）
ホームページにおいて公開（URL:https://www.cat.ac.jp/data/）・令和元年10月末

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
本校の理念でもある、“業界にとって信頼できる人材育成機関であること”を実践していくためには、本校教育内容等の情報提供について積極的に行っていくべきで
ある。本校は、学生の日常・教育内容などについてWEBサイト・冊子の発行等を通じて行っていくこととする。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画 学校概要、教育理念、教育目標

（１１）その他 ※該当なし
※（１０）及び（１１）については任意記載。

（２）各学科等の教育 各専攻カリキュラム概要
（３）教職員 講師、特別講師

（３）情報提供方法
ホームページにおいて公開（URL:https://www.cat.ac.jp/data/)

（８）学校の財務 学校の財務
（９）学校評価 自己評価、学校関係者評価
（１０）国際連携の状況

（４）キャリア教育・実践的職業教育 産学協働特別授業、企業の声

※該当なし

（５）様々な教育活動・教育環境 日常トピックス、行事レポートの公表
（６）学生の生活支援 ※該当なし
（７）学生納付金・修学支援 募集要項、教育ローンの案内
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○ 音楽業界概論

音楽業界の歴史的背景や成り立ち、そして、業種の仕組み
やその関連業種などについても学びます。著作権、流行、
ソーシャルメディアへの対応も含め業界への指向を深めて
いく内容です。

１
・
２
年
通
年

124 8 ○ ○ ○

○ 音楽史
ポップスの歴史を通して、現在の音楽シーンの成り立ちや
ジャンルの派生、楽曲やアーティストに関する知識等を研
究していきます。

１
・
２
年
通
年

124 8 ○ ○ ○

○ 音楽理論
基礎的な音楽理論と音楽ジャンルや各種楽器への理解を深
めます。楽典的なものから読譜力や音程・和音や旋律の知
識を習得して楽曲に対する理解を広げていきます。

１
年
通
年

62 4 ○ ○ ○

○ 音響基礎
演奏することにおいての楽器や音響機材、ライブ・コン
サートを知るために実践的なかたちで理解を深めます。ま
た、ステージ進行・制作資料などの学習も行います。

１
・
２
年
通
年

124 8 ○ ○ ○

○ 演奏技術

演奏技術に関する基礎的な反復練習を行い、無理なく実際
の演奏に応用できる技術を養います。演奏するための持久
力や安定性を高め、読譜や発想にも力を付けていく内容で
す。

１
・
２
年
通
年

496 16 ○ ○ ○

○ 楽器演奏ゼミ

各々が演奏する楽器を通してバンドアンサンブル全体を捉
える感覚を身に付けていきます。自分のプレイスタイルを
構築していくための実験的ゼミナール型式をとっていま
す。

１
・
２
年
通
年

124 4 ○ ○ ○

○ 音楽理論Ⅱ
基礎的な理論を理解した上で、楽曲の構成や構造を理解し
ていきます。より優れた個性ある演奏に繋げるため、各楽
器レベルでの消化に役立てていきます。

２
年
通
年

62 4 ○ ○ ○

○
ソングライティン
グ

曲作りの方法としてＰＣ音楽ソフトを使用して簡単な音楽
制作・打込みができるように学習します。ＳＮＳ等でのオ
リジナル楽曲や動画配信も含めたものとして考えていきま
す。

１
・
２
年
通
年

186 12 ○ ○ ○

○ リズムゼミ

打楽器を通してリズム構成や構造を学びます。アクセント
やアーティキュレーションを理解して実際の演奏にグルー
ヴ感やダイナミクスが表現できるようにするための学習で
す。

１
年
通
年

62 4 ○ ○ ○

○ アンサンブル

アンサンブルを通じて、バンドサウンドにおけるリズム、
ハーモニー、メロディーなどのアレンジを体得します。ま
た、ステージ上でのルール、マナー、音響・照明・進行に
至るまでの知識を理解していきます。

１
・
２
年
通
年

248 8 ○ ○ ○ ○

○ イベント制作
学生たちの自主性を重視したかたちで様々なイベント・コ
ンテンツ等の発表を行います。互いに協力し企画・立案か
ら実施運営に至るまでの内容を学びます。

１
・
２
年
通
年

64 2 ○ ○ ○

○ 業界研究
演奏系、技術系、総合学科の学生たちが日常学んでいる内
容を業界関係者の協力や外部施設利用を含んだかたちで発
表していきます。

１
・
２
年
通
年

48 1 ○ ○ ○

１５科目

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

学則、第２１条、第２２条に則り、各学期末の試験結果及び所定の出席日数により決定する。
なお、各科目の試験等の内容については、各学科長及び担任と授業坦務者が打ち合わせの上決定する。

１学年の学期区分 ２期
１学期の授業期間 前期１６週、後期１５週

（留意事項）

合計 １７２４単位時間(７９単位)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

授業科目等の概要

（文化・教養専門課程ミュージシャン学科　キーボード専攻）
分類

授業科目名 授業科目概要

企
業
等
と
の
連
携

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 

位
 

数

授業方法 場所 教員



【職業実践専門課程認定後の公表様式】

昼夜

年

資格・検定名 種別 受験者数 合格者数
MIDI検定3級 ③ 8 8

人
人
人
％

％

■中途退学者 11 名 10.58 ％
（平成30年度卒業者に関する令和元年5月1日時点の情報）

・進学者数：0人

■サークル活動：

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ
ホームページにおいて公開（URL:https://www.cat.ac.jp/support/subject.html）

（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映した内容を公表するこ
とが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた告示日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意し、それぞれ、「大学・短
期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留年」「資格取得」などを希
望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をいいます。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の者、留学生、聴講生、
科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職者とはしません（就職
したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進学状況等について記
載します。

■自由記述欄

就職等の
状況※２

■就職指導内容

■卒業者数 48

■就職希望者数 10

■主な就職先、業界等（平成30年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

 20.83

■その他

■就職者数 10

■就職率　　　　　　　　　 ： 100

■卒業者に占める就職者の割合

３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取
得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的な学修成果（例えば、認定学科の学生・卒
業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。

■中退防止・中退者支援のための取組
個人面談を定期的に実施,個別のマッチング状況を確認。また、毎月の出席率管理を行い保護者とも連絡を取り登校を促すことで継続意欲を持たせる。

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　　有

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　　無
※有の場合、例えば以下について任意記載

（評価団体、受審年月、評価結果又は評価結果を掲載したホームページＵＲＬ）

中途退学
の現状

平成30年4月1日時点において、在学者104名（平成30年4月1日入学者を含む）
平成31年3月31日時点において、在学者93名（平成31年3月31日卒業者を含む）

■中途退学の主な理由
・経済的理由
・別途進路へ進む為

経済的支援
制度 ■専門実践教育訓練給付：　　　　　非給付対象

特待生制度

※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

■中退率

（平成30年度卒業者に関する令和元年5月1日時点の情報）音楽・エンタテインメント業界

・企業研修/就活対策講座/業界企業合同説明会
・CATチャレンジシステム/公開オーディション

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当す
るか記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの
③その他（民間検定等）

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類

■個別相談・指導等の対応 なし
電話・家庭訪問及び保護者との情報共有

■国家資格・検定/その他・民間検定等
無

映像音響処理技術者
資格認定試験

③ 2 1

学期制度
■前期　４月１日～９月３０日
■後期　１０月１日～３月３１日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
前後期試験結果及び出席・平常点等総合評価

80人 82人

長期休み

■学年始め：　４月１１日
■夏　　季：　７月２１日～８月３１日
■冬　　季：　１２月２１日～１月９日
■学 年 末：　３月２１日

卒業・進級
条件

前後期総合評価結果及び２／３以上の出席

10人1人

有

29人 39人

0 0

単位時間

生徒総定員 生徒実員

2 昼間
384 960

専任教員数留学生数（生徒実員の内数） 兼任教員数 総教員数

3841728

認定年月日 平成26年3月31日

修業年限 演習 実習 実験 実技講義全課程の修了に必要な総授業時数
又は総単位数

 〒564-0062
大阪府吹田市垂水町3-29-18

06-6369-1101

文化・教養 文化・教養専門課程 ミュージシャン学科ミュージッククリエイター専攻
平成17年文部科学省

告示第176号
-

学科の目的 教育基本法、及び学校教育法に基づき音楽表現及び楽曲制作に関し必要とされる技能を養成し、又は教育の向上を図ることを目的とする。

分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

・Pro Tools技術認定試験
・サウンドレコーディング技術認定試験

キャットミュージックカレッジ
専門学校

昭和63年3月30日 井原　延治
 〒564-0062
大阪府吹田市垂水町3-29-18

（電話）

（別紙様式４）

令和元年7月31日※１
（前回公表年月日：平成30年7月31日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

06-6369-1101

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人大阪創都学園 昭和63年3月30日 鈴木　雅文
（電話）



種別
①
③
③
③
③
③

学校責任者

学校責任者

学校責任者

学校責任者

　 学校責任者

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

DAW
Cubaseでの打ち込みを中心にMIオーディオ編集から簡単なレコーディングに至るまで、
Cubaseの基本的な機能を理解して自由に操作出来るように練習します。 株式会社OM FACTORY

制作実習
楽曲制作の全工程（作曲～ＴＤまで）をCubaseで完結させる手法を学ぶ制作作
業です。各自がデジタルベースでの作品制作を行いながら学んでいきます。

（開催日時）
第１回　平成３０年１０月２５日
第２回　平成３１年３月１４日　/　平成３１年３月１５日

森　　久誌 株式会社　フォレスト 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

木川　　洋

株式会社OM FACTORY

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況
意見：今の時代はミュージシャンでもパソコンで曲が作れたり、アレンジが出来たりする必要があります。しかしアプリケーションの進化が早いので、流行りを追いかけずに基本をしっか
り教えて、あとは自分で研究したいと思わせることが大事です。基本を押さえ、あとは「自分で考えて面白いものを作り出せるようになる」という事をカリキュラムに組み込んであげてく
ださい。
→活用状況：ミュージシャン学科にパソコンを活用するカリキュラムを新設。パソコンで曲が作れることを目的としているが、一般的なアプリケーションも活用し、文章や図表、デザインさ
れるものも含めて創作が出来るよう取り組んでいる。

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
本校は、カリキュラム構築・個別授業構築において業界関係企業との連携を密にし、実践に対応した教育内容を提供するために努力していく。また、内容に応じて業界関係企業と提
携し、実技・実習・演習等の運営を委託し実施していく。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
・講師派遣における学内授業の実施
・特別実習における専用施設を使用した実習の実施及び講師派遣
・前後期試験の実施、作品/実習等における採点、出席率等総合評価を行う。

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

楽器ビジネス学科　学科長横山　友之

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年間2回の実施（１０月、３月）

株式会社大阪フェルナンデス

平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

井筒　稔晴 一般社団法人日本音楽スタジオ協会 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
教育課程編成委員会においては、本校教育課程充実に向け、各学科関連業界との連携を密にし、現状カリキュラムの確認や今後取り入れていくべき内容につい
ての闊達な意見交換を行う。また、審議内容についての本校教育課程への導入等について審議していくものとする。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
本委員会は、各学科ごとに実施運営される。本委員会にて決議した内容については学校長へ答申し、学科別会議や各専攻分会、授業別会議等において、内容等
について審議したうえで教育課程編成に可能な範囲で反映していくものとする。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

　※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

平成３１年３月３１日現在

名　前 所　　　属 任期

井尻　健作 株式会社スタジオアッシュ 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

稗田　　奨

杉山　　徹 ミュージシャン学科　学科長
音楽技術学科　学科長

総合学科　学科長
ダンス学科　学科長

豊島　芳樹
小池　敏

白藤　浩史

里見　匡一
フリー・トランジット・ワークス・ミュージック・ファクトリー

有限会社パブリックミュージックワークス



種別
企業等委員

校長等

卒業生

企業等委員

（１１）その他 ※該当なし
※（１０）及び（１１）については任意記載。

（２）各学科等の教育 各専攻カリキュラム概要
（３）教職員 講師、特別講師

（３）情報提供方法
ホームページにおいて公開（URL:https://www.cat.ac.jp/data/)

（８）学校の財務 学校の財務
（９）学校評価 自己評価、学校関係者評価
（１０）国際連携の状況

（４）キャリア教育・実践的職業教育 産学協働特別授業、企業の声

※該当なし

（５）様々な教育活動・教育環境 日常トピックス、行事レポートの公表
（６）学生の生活支援 ※該当なし
（７）学生納付金・修学支援 募集要項、教育ローンの案内

（ホームページ）
ホームページにおいて公開（URL:https://www.cat.ac.jp/data/）・令和元年10月末

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
本校の理念でもある、“業界にとって信頼できる人材育成機関であること”を実践していくためには、本校教育内容等の情報提供について積極的に行っていくべき
である。本校は、学生の日常・教育内容などについてWEBサイト・冊子の発行等を通じて行っていくこととする。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画 学校概要、教育理念、教育目標

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期

名　前 所　　　属 任期
三原　淑治 エム・アイ・プランニング株式会社　代表取締役 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

東　龍太郎
髙橋　国明 第６期生（1994年卒業）（株式会社白竜社取締役） 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

瀧川　紀征 株式会社リバフォール　代表取締役会長 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

科学技術学園高等学校　大阪分室長 平成30年4月1日～令和4年3月31日（4年）

（１０）社会貢献・地域貢献 社会貢献・地域貢献
（１１）国際交流 ※該当なし

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況
学校関係者評価を基に、施設・設備の新規設置や地域連携などの点において、次年度カリキュラム等への反映について審議をいただいている。新設の設備備品
については「時代背景を考慮した新しさは必要であるが、学びの場である以上本質的な作業工程の意味合いを理解しやすく、汎用性を兼ね備えたものを選択の基
準とすることが望ましい」との意見を頂く。また、業界での就職においてはPC操作スキルが望まれているので、環境の整備を継続するよう進言があった。Office系
Draw系授業のPC入れ替えを検討し、新年度に向けて入れ替えを行っている。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
　　　平成３１年３月３１日現在

（５）学生支援 学生支援
（６）教育環境 教育環境
（７）学生の受入れ募集 学生の受入れ募集
（８）財務 財務
（９）法令等の遵守 法令等の遵守

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目
（１）教育理念・目標 教育理念・目標
（２）学校運営 学校運営
（３）教育活動 教育活動
（４）学修成果 学修成果

（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等
・2019年5月13日Billboard Live OSAKA 演奏指導教員3名参加「Danny Kortchmar, Waddy Wachtel, Leland Sklar, Russ Kunkel & Steve Postell」
・2019年11月Billboard Live OSAKA 演奏指導教員2名参加
・2019年12月Billboard Live OSAKA 演奏指導教員2名参加
・2020年1月Billboard Live OSAKA 演奏指導教員3名参加
内容：質の良いベーシックな音楽、著名な演奏家の生演奏に直接触れ、演奏表現力の研究を行う。

②指導力の修得・向上のための研修等
・2020年3月24日　株式会社ベネッセｉキャリアより講師派遣　教員70名参加
内容：コミュニケーションスキル教員研修会

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表しているこ
と。また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
学校関係者評価においては、本校にて実施している自己評価（学校運営・教育活動・学生支援・教育環境・学生の受け入れ募集など）を基に、業界企業・教育団
体・地域との連携による教育活動など、本校の活動について説明。そして、さらなる教育活動へつなげていくために様々な角度からその運営が適正に行われてい
るのか等、審議・助言いただき、今後の発展・改善に寄与していく。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
教職員が学校の基本方針を理解し業務を遂行する上において、自身の自己研鑽に努めることの必要性を理解するとともに、学生・生徒の人材育成において必要
な知識や技術の習得を目的とする。また、全体での実施はもちろん、自己研鑽における自発的な研修参加や音楽活動等についても業務に支障のない範囲でバッ
クアップする。教員は、キャットミュージックカレッジ専門学校　講師・教職員研修規定に基づいて、学園又は各種団体等の研修を受け、資質の向上に努めていく。
その内容については、教務部が定める年間行事予定において計画される。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等
・2018年11月12日Billboard Live OSAKA 演奏指導教員3名参加「Dave Grusin」
・2018年11月14日Billboard Live OSAKA 演奏指導教員2名参加「Larry Carlton」
・2019年1月15日Billboard Live OSAKA 演奏指導教員4名参加「Naturally 7」
内容：質の良いベーシックな音楽、著名な演奏家の生演奏に直接触れ、演奏表現力の研究を行う。

②指導力の修得・向上のための研修等
・2019年3月26日　株式会社ベネッセｉキャリアより講師派遣　教員69名参加
内容：今時の学生とのコミュニケーション研修会
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〇 音楽業界概論 

音楽業界の歴史的背景や成り立ち、そして、業種の仕組
みやその関連業種等についても学びます。著作権、流
行、ソーシャルメディアへの対応も含め業界への指向を
深めていく内容です。

１

・

２

年

通

年

124 8 〇 〇 〇

〇 音楽史
ポップスの歴史を通して、現在の音楽シーンの成り立ち
やジャンルの派生、楽曲やアーティストに関する知識等
を研究していきます。

１

・

２

年

通

年

124 8 〇 〇 〇

〇 音楽理論
基礎的な音楽理論と音楽ジャンルや各種楽器への理解を
深めます。楽典的なものから読譜力や音程・和音や旋律
の知識を習得して楽曲に対する理解を広げていきます。

1

年
通
年

62 4 〇 〇 〇

〇 音響基礎
楽器や音響機材について理解を広げ、１人１台のデジタ
ルコンソールを使用して音作りやバランス、エフェク
ター操作などのミキシングを学びます。

１

・

２

年

通

年

124 8 〇 〇 〇

〇 DAW

Cubaseでの打ち込みを中心にMIDI・オーディオ編集から
簡単なレコーディングに至るまで、Cubaseの基本的な機
能を理解して自由に操作出来るように練習します。

１

・

２

年

通

年

186 6 〇 〇 〇 〇

〇 アレンジメント
編曲の基礎知識や技法を学習、既成曲の分析も含めメロ
ディー・ハーモニー・リズムの構築方法を研究していく
内容です。

１

・

２

年

通

年

248 16 〇 〇 〇

〇 シンセサイザー
シンセサイザーを理解し、操作・音色制作を行うことを
目的とします。また、デジタルであるコンピュータ上の
ソフトウェアシンセサイザーに対する理解も深めます。

１

・

２

年

通

年

124 4 〇 〇 〇

〇 制作実習
楽曲制作の全工程（作曲～ＴＤまで）をCubaseで完結さ
せる手法を学ぶ制作作業です。各自がデジタルベースで
の作品制作を行いながら学んでいきます。

１

・

２

年

通

年

248 8 〇 〇 〇 〇

〇 プリプロダクション

楽曲制作を実際の楽器演奏で完結させる手法を学びま
す。スタジオ制作での譜面作成・ミュージシャンへの
ディレクション手法を行っていきます。

１

・

２

年

通

年

248 8 〇 〇 〇

〇 ソングライティング

職業作家としての楽曲制作手法を学びます。クライアン
ト（依頼者）からの発注に対して、ひとりのクリエイ
ターとしての柔軟な発想や対応力を発揮できるように育
てていきます。

１

・

２

年

通

年

124 8 〇 〇 〇

〇 イベント制作
学生たちの自主性を重視したかたちで様々なイベント・
コンテンツ等の発表を行います。互いに協力し企画・立
案から実施運営に至るまでの内容を学びます。

１

・

２

年

通

年

64 2 〇 〇 〇

〇 業界研究
コンペ・オーディション形式での楽曲査定を行います。
学生自身が他の学生から評価をもらい、制作者とリス
ナーの認識の差異を意識することを目的とします。

１

・

２

年

通

年

48 1 〇 〇 〇

　１２科目

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

学則、第２１条、第２２条に則り、各学期末の試験結果及び所定の出席日数により決定する。
なお、各科目の試験等の内容については、各学科長及び担任と授業坦務者が打ち合わせの上決定する。

１学年の学期区分 ２期
１学期の授業期間 前期１６週、後期１５週

（留意事項）

教員
企
業
等
と
の
連
携

合計 １７２４単位時間(８１単位)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

授業科目等の概要

（文化・教養専門課程　ミュージシャン学科　ミュージッククリエイター専攻）
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 

位
 

数

授業方法 場所


